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基本理念 
 

本市では、廃棄物処理の視点からの循環型社会形成を目指して、平成 21 年に策定した

「岩国市一般廃棄物処理基本計画」に基づき、「市民・事業者・行政が協働・共創して廃棄

物や生活排水問題に取り組むことで地域の環境を守り、もって地球環境保全に寄与する」と

いう理念の下、様々な施策の展開や、市民・事業者の取り組みの実践等、様々な努力を重ね

てきました。今回、平成 26 年に実施した中間見直しから 5 年が経過したことから、改定を

行い、更なる施策の推進を図ります。 

 

本計画では「豊かな自然と充実した社会基盤により快適に暮らせるまち」を目標とする姿

とし、①３Ｒの推進、②市民・事業者・行政の協働・共創による取り組みの推進、③地球環

境保全の推進を基本理念とします。 

 

■図表 3-17 ごみ処理の基本理念 
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基本方針 
 

本市におけるごみ処理の基本方針は、図表 3-18 の通りです。 

本市において、豊かな自然環境と都市が共生するまちづくりを進め、「持続可能な循環型

社会の形成」を達成するため、①ごみの発生・排出削減、リサイクルの推進、②ごみの適正

処理の推進、③環境美化の推進を基本方針とします。 

 

■図表 3-18 ごみ処理の基本方針 
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数値目標 
 

本計画におけるごみ処理に関する目標値として、発生・排出削減目標、リサイクル目標、

最終処分目標、市民意識の向上に関する目標、環境保全に関する目標を設定します。 
 

１ ごみ処理の実績と既定計画の目標値との比較 
 

既定計画では、ごみ排出量について、収集ごみ（家庭系）は、平成 24 年度１人１日平均

排出量実績値（600.2 グラム）に対し平成 30 年度において約 35 グラム削減（565.0 グ

ラム）、直接搬入ごみ（事業系ごみ）は、平成 24 年度 1 日平均排出量実績値（44.19 ト

ン）に対し約 3 トン削減（41.12 トン）するものとしています。 

一方、平成 29 年度において、ごみ排出量の実績は収集ごみ 1 人 1 日平均排出量 569.3

グラム、直接搬入ごみ 1 日平均排出量 44.01 トンであり、ともに平成 24 年度実績からの

減少は見られるものの、目標値を達成出来ていない状況にあります。 

 

■図表 3-19 既定計画におけるごみ発生・排出削減目標と実績値 

 実績 既定計画目標 

 平成 24 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

行政区域内人口（人） 144,864 137,044 137,428 

収集ごみ 
１人１日平均排出量(ｇ/人・日) 600.2 569.3 565.0 

直接搬入ごみ 
１日平均排出量（t/日） 44.19 44.01 41.12 

ごみ総排出量（収集＋直接搬入＋集団回収）  
１人１日平均排出量（ｇ/人・日） 911.1 895.5 870.8 

 

 

２ ごみ発生総量の将来見込み(単純推計) 
 

これまでの排出量の実績をもとに将来見込みを行った場合（以下「単純推計」という。）

は、現状レベルの排出量で推移するものと予測されます。 

◆行政区域内人口の将来見込みについて 

本市の行政区域内人口は減少傾

向が継続しており、平成 29 年度は

137,044 人でした。 

将来の行政区域内人口も減少す

ると見込んでいます。 
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■図表 3-20 単純推計結果と既定計画におけるごみ発生・排出削減目標 

〔収集ごみ〕 

 

〔直接搬入ごみ〕 

 

〔ごみ総排出量（収集ごみ＋直接搬入ごみ＋集団回収〕 

 

 
 単純推計とは  

過去の実績の変動を踏まえ、基本とする実績値年度の値をもとに適切な方法により推計したもので、新た

な施策や取り組みを実施せずに現状の傾向のまま推移した場合の予測値です。 
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３ 数値目標 

既定計画では、基地ごみを含めた量を前提として目標値を設定していましたが、平成 29

年 12 月から愛宕ヒルズへの入居が始まったことにより、基地ごみは急増しており、今後も

更なる増加が見込まれます。 

本計画では、市民・事業者に対する目標を示すため、発生・排出削減目標については基地

ごみを除いた目標値を示します。 

 (１) 発生・排出削減目標 

本計画におけるごみ発生・排出削減目標は、焼却ごみを対象にするものとし、平成 29 年

度に 840 グラムであった１人１日平均ごみ総排出量を、2023 年度において 32 グラム減

の 808 グラムにすることとします。 

■図表 3-21 ごみ発生・排出削減目標 

◆ごみ総排出量（収集ごみ＋直接搬入ごみ＋集団回収）の発生・排出削減目標値 

 
◆既定計画 
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◆ごみ総排出量（収集ごみ＋直接搬入ごみ＋集団回収）の将来見込み 

 

 

 
 

  

874.2

850.0
840.0

849.5

846.1

807.9841.6
834.9

801.8

700

800

900

1000

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 2019 2020 2021 2022 2023 2024

g/人日

年度

実績

平成30年度見込

単純推計

目標達成

既定計画目標値

2023年度目標値

平成→ 西暦→

46,224

43,005
42,016

42,057

39,324

37,547

42,604
41,882

38,364

30000

35000

40000

45000

50000

55000

60000

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 2019 2020 2021 2022 2023 2024

ｔ/年

年度

実績

平成30年度見込

単純推計

目標達成

既定計画目標値
2023年度目標値

平成→ 西暦→

【1 人 1 日平均排出量】 

【年間排出量】 



40 

① 収集ごみの対象品目と削減量等 

収集ごみの発生・排出削減目標値は、焼却ごみやプラスチック類、金属類及び破砕ごみの

組成調査結果をもとに設定しました。 

ごみの組成調査結果から、焼却ごみには『もったいない』という意識を持って生活するこ

とや分別の徹底により、削減や再資源化が可能なものが含まれていることがわかりました。 

そこで、本計画では、焼却ごみに含まれるもののうち削減が可能なものを発生・排出削減

対象品目として、再資源化が可能なものを再資源化対象品目として分類し、具体的な削減方

法を示して目標量を設定するものとしました。 

これらのごみを対象に、平成 29 年度に 569.3 グラムであった収集ごみの１人１日平均

排出量を 2023 年度において 33 グラム減の 536 グラムにすることとします。 

 

 対象品目 

・発生・排出削減 

ごみ発生・排出削減目標を達成するためには、「ムダなものを買わない」、「ものを大事

にし、長く使用する」ことが重要となります。 

ここでは、分かりやすい目標を設定するため、焼却ごみに含まれている削減可能な品目の

うち、次の２品目を対象としました。 
 

『手付かず食品』 

ムダなものを買わない、食事はちょうどよい量を作るなどを心がけることで、削減

することが可能です。 

『調理くず』 

調理くずは、大根の皮をきんぴらに調理するなどのエコクッキング及び生ごみ処理

機器等で処理するなどで、削減することが可能です。 

 

・再資源化（分別徹底による資源化の促進） 

焼却ごみに含まれている古紙類等について、資源品として分別するか、あるいは地域の回

収に出す等により再資源化を進めることができます。ここでは、資源品として位置づけられ

ている以下の 7 品目を対象としました。 
 

『紙パック』『段ボール』『雑誌』『新聞・広告』『雑がみ』『容器包装紙類』 

紙パック等の古紙類は、資源品として分別収集しています。よって、焼却ごみに排

出されているこれらの品目は、分別徹底することで再資源化が可能です。 

具体的には、資源品として分別するか、地域の資源回収、あるいは量販店等の拠点

回収に出すことで再資源化できます。 

『容器包装プラスチック類』 

容器包装プラスチック類は、プラスチック類として分別収集しています。紙類と同

様に分別徹底することで再資源化できます。 

※分別徹底による資源品の増加に関しては、ごみ排出量は変化しないため、ごみ発生・排出削減目標値への影響

はありませんが、リサイクル率アップには寄与します。  
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 目標量 

■図表 3-22 収集ごみの発生・排出削減目標 

◆収集ごみの発生・排出削減目標値 

 

◆収集ごみの将来見込み 
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② 直接搬入ごみの対象品目と削減量等 

事業系ごみが大部分を占める直接搬入ごみの発生・排出削減目標値は、焼却ごみを対象に

設定しました。特に、許可業者搬入ごみは、多量に排出する事業者のごみも含まれており、

ＯＡ紙やちゅう芥類、古紙類などが排出されています。よって、これらを対象としました。 

これらのごみを対象に、平成 29 年度に 36.39 トンであった直接搬入ごみの１日平均排

出量を 2023 年度において約 2.5 トン減の 33.95 トンにすることとします。 

 

 対象品目 

・発生・排出削減 
 

『ＯＡ紙』『ちゅう芥類』 

ＯＡ紙やちゅう芥類は、事業者自らの取り組みにより削減可能です。OA 紙は本市

が推進する機密文書のリサイクルに取り組むことで、ごみとして出さずに済みます。 

また、ちゅう芥類は、たい肥化したり売れ残りが出ないように仕入を行うことなど

により削減することが可能です。 

 

・再資源化（分別徹底による資源化の促進） 
 

『古紙類』『容器包装プラスチック類』 

段ボール等の古紙類及び容器包装プラスチック類は、分別することで再資源化でき

ます。 

 

 目標量 

■図表 3-23 直接搬入ごみの発生・排出削減目標 

◆直接搬入ごみの発生・排出削減目標値 
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◆既定計画 

 

◆直接搬入ごみの将来見込み 
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 (２) リサイクル目標 

リサイクル目標は、計画目標年度である 2023 年度においてリサイクル率を 25.4％に向

上させることとします。 

資源化量は、平成 29 年度の 11,000 トン程度から 2023 年度の 10,500 トン程度ま

で減少すると見込まれます。これは、新聞や雑誌といった古紙類の減少によるもので、この

要因は、発行数の減少であると考えられます。ただし、リサイクル率は、リサイクルできな

いごみを削減することより上昇させることができ、基準年度である平成 29 年度のリサイク

ル率に対し、2023 年度において 0.7 ポイント増の 25.4％にすることとします。 

 

■図表 3-24 リサイクル目標（リサイクル率） 

 

 

 

参考 サンライズクリーンセンター（新ごみ焼却施設）による発電量（ごみ換算量）を含めた場合  
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この発電量をごみ量に換算し、資源化量に合算した場合のリサイクル率は 40.1％と試算
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 (３) 最終処分目標 

最終処分目標は、計画目標年度である 2023 年度において最終処分量を 1,383 トンにす

ることとします。 

市民・事業者の発生・排出削減の取り組みを推進するとともに、これまで埋立対象として

いた不燃物残渣の一部をサンライズクリーンセンター（新ごみ焼却施設）で焼却することに

より最終処分量の削減を図ります。 

 

■図表 3-25 最終処分目標（最終処分量） 

 
 ※1 推計値は、中間処理施設からの埋立対象物搬出量を基にした計算値で、水分等の誤差要因を含んだ値。 

 ※2 サンライズクリーンセンター（新ごみ焼却施設）において、現在埋立対象となっているリサイクルプラ

ザでの不燃物残渣を焼却することとしているため、平成 30 年度から 2023 年度にかけて最終処分量は

減少する見込み。 
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(４) 数値目標の総括 

数値目標の総括を図表 3-26 に示します。 

 

 

■図表 3-26 数値目標の総括  

 

※最終処分量の推計値は、中間処理施設からの埋立対象物搬出量をもとにした計算値で、水分等の誤差要因を含んだ値。  

  

集団回収量

250t

集団回収量

242t

再資源化量

10,803t

再資源化量

10,183t

中間処理による減量

32,020t

中間処理による減量

29,206t

最終処分量

1,722t

最終処分量

1,383t 3,781t

平成29年度

〔 現 在 〕

2023年度

〔計画目標年度〕

行政区域内人口
137,044人

リサイクル率
24.7％

リサイクル率
25.4％

最終処分率
3.8％

最終処分率
3.4％

行政区域内人口
127,334人

ごみ排出量 890.5g/人・日／44,545t/年

ごみ排出量 877g/人・日／40,772t/年

ごみ総排出量 895.5g/人・日／44,795t/年

ごみ総排出量 883g/人・日／41,014t/年

発生・排出削減量

（基地ごみを除く 840.0g/人・日／42,016t/年）

（基地ごみを除く 835.0g/人・日／41,766t/年）

（基地ごみを除く 808g/人・日／37,547t/年）

（基地ごみを除く 803g/人・日／37,305t/年）

◆数値目標年度（平成35年度）における目標◆数値目標年度（平成35年度）における目標◆数値目標年度（平成35年度）における目標

※ごみ総排出量 ＝ ごみ排出量＋集団回収量

リサイクル率 ＝（再資源化量＋集団回収量）÷ ごみ総排出量

最終処分率 ＝ 最終処分量 ÷ ごみ総排出量

◆発生・排出削減目標
・平成29年度に対し、収集ごみ合計で

33g/人・日、直接搬入ごみ合計で

約2.5t/日を発生・排出削減する。

・ごみ総排出量にして年間3,781トン

を削減する。

◆再資源化目標
・分別徹底並びに焼却灰の有効利用に

より再資源化を促進する。

・リサイクル率は25.4％を目標とす

る。

◆最終処分目標
・排出削減や再資源化を進めるこ

とにより削減することを基本と

する。

・最終処分量は1,383トンを目標

とする。

◆計画目標年度（2023年度）における目標
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４ 市民意識・事業者意識の向上に関する目標 
 

循環型社会は、市民・事業者のごみ発生・排出削減やリサイクル等の取り組みにより実現

することができます。そのためには市民・事業者の意識向上や取り組みの実践が不可欠です。 

平成 30 年 8 月に行ったアンケート調査結果では、既定計画策定時と比べて値を下げた項

目が大半を占めていますが、ごみの分別に関しては、市民意識の向上が見られます。 

本計画は、15 ヵ年計画の仕上げとなる後期 5 ヵ年における計画であることから、市民・

事業者の意識の向上等に関する目標値は既定計画を継承することとします。 

■図表 3-27(1) 市民意識の向上に関する目標  

 
 

選択肢
平成25
調査結果

既定計画
目標値

平成30
調査結果

本計画
目標値

① 知っている 43.0% 100% 45.2% 100%

② 知っている 39.0% 100% 37.8% 100%

③

ア． 長く使える商品を選んで購入している。 選んで購入
している

57.3% 80% 55.7% 80%

イ． 物を大切に使い、長期の使用に努めている。 努めている
97.2% 95% 94.6% 95%

ウ． 故障したとき、できるだけ修理して使っている。 修理して
使っている

85.3% 90% 77.5% 90%

エ． 買い物の時、買い物袋を持参し、レジ袋や過剰な包
装を断るようにしている。

行っている
88.7% 95% 83.5% 95%

オ． 買い物の時、ばら売り商品や量り売り商品を選ぶよ
うにしている。

選んでいる
25.3% 50% 21.8% 50%

カ． 一時的に必要なものは、リース・レンタルや共同利
用などをしている。

している
19.9% 30% 11.6% 30%

キ． 買いすぎ、作りすぎをせず、生ごみを少なくするな
どの料理方法（エコクッキング）を心がけている。

心がけている
83.1% 95% 82.6% 95%

ク． 生ごみの水切りなど、ごみの減量化を行っている。 行っている
81.7% 95% 79.4% 95%

ケ． 詰め替え可能な商品を選んで購入している。 選んで購入
している

75.4% 80% 73.9% 80%

④

ア． リターナブルびん（ビールびん、牛乳びん等）な
ど、再使用可能な商品を選んでいる。

選んでいる
22.3% 50% 21.6% 50%

イ． 知人や友人と不要品を譲りあっている。 譲りあっている
18.5% 30% 16.2% 30%

ウ． 不要品は、リサイクルショップやフリーマーケット
等に持ち込んでいる。

持ち込んでいる
17.5% 30% 16.5% 30%

⑤

ア． 再生資源を利用した商品など環境にやさしい商品を
購入している。

購入している
33.1% 50% 26.9% 50%

イ． 生ごみをたい肥化するなど、自家処理を行ってい
る。

行っている
23.3% 50% 22.4% 50%

⑥

ア． リサイクルや環境美化活動など、地域の環境活動に
参加している。

参加している
21.2% 30% 18.0% 30%

イ． 地域の学習会や講習会等に参加している。 参加している
5.9% 30% 6.5% 30%

⑦

ア． ごみの分け方はすべて分かる。 すべて分かる 22.8% 100% 25.0% 100%

（だいたい分かる） （だいたい分かる） （70.7％） （69.2％）

イ． ごみは10種20分別に分けて出している。 必ず分別して
出している

91.1% 100% 94.2% 100%

※ 平成25調査より向上したもの：

平成25調査より低下したもの： 赤字

項　　　目

「３Ｒ（スリーアール）」という言葉の認知度

循環型社会の認知度

発生抑制(リデュース)に関する取組状況

平成25年8月、平成30年8月に

実施した「アンケート調査」結果より

再使用(リユース)に関する取組状況

再生利用(リサイクル)に関する取組状況

その他の取組状況

適正処理に関する取組状況
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■図表 3-27(2) 事業者意識の向上に関する目標 

  

 
  

選択肢
平成25

調査結果

既定計画

目標値

平成30

調査結果

本計画

目標値

① 経営方針におけるごみ減量化・リサイクルの位置づけ

ア． ISO14001を取得し、ごみ減量化・リサイク
ルを経営方針に位置付けている。

位置付けている 11.0% 30% 11.6% 30%

イ． ISO14001は取得していないが、環境憲章・
行動計画の中に位置付けている。

位置付けている 13.3% 30% 9.7% 30%

②
実施している 61.5% 80% 57.2% 80%

③ 事業所でのごみ減量への取組

ア． 使用済の裏紙の活用や、両面コピーをするなど
紙を有効利用している。

有効利用している 83.1% 100% 76.7% 100%

イ． OA紙，ビン，缶などの分別により、リサイク
ルを行っている。

リサイクルを
行っている

65.0% 80% 53.5% 80%

ウ． 納品業者等に包装の簡易化を依頼している。
依頼している 16.9% 30% 7.4% 30%

エ． ごみ減量のための施策（マニュアル作成，専門
部署の設置など）を実施している。

実施している 8.6% 30% 4.2% 30%

オ． 引き取りが可能なごみは、納入業者等に引き渡
している。

引き渡している 53.4% 80% 42.8% 80%

カ． 自社内にたい肥化装置を設置している。
設置している 6.5% 30% 5.4% 30%

④ ごみ処理費用の把握 把握している 83.7% 90% 80.2% 90%

※ 平成25調査より向上したもの：

平成25調査より低下したもの： 赤字実施した「アンケート調査」結果より

ＯＡ紙，新聞紙，ちゅう芥類（生ごみ）などのごみの
減量対策の実施

項　　　目

平成25年8月、平成30年8月に
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５ 環境保全に関する目標 
 

環境保全に関する目標は、計画目標年度である 2023 年度において焼却に伴う温室効果

ガス（二酸化炭素）の排出量を 7.7％削減し、6,141 トンにすることとします。 

市民・事業者のごみ発生・排出削減の協力を得て、焼却対象ごみの削減を図ることで、平

成 29 年度の温室効果ガス排出量に対し、計画目標年度である 2023 年度は 500 トン程度

の削減を見込みます。 

■図表 3-28 環境保全に関する目標（温室効果ガスの排出量） 

 

 
※ 焼却に伴う温室効果ガス（CO2）の排出量と発電による効果の概略試算 

焼却に伴う温室効果ガス（CO2）排出量の算出は「温室効果ガス排出量算定・報告マニュア

ル」（平成 30 年 6 月 環境省，経済産業省）（以下「算定マニュアル」という。）に示され

る方法で行いました。 

焼却ごみ中のプラスチック類の割合は、ビニール・合成樹脂・ゴム・皮革類（乾き）と同等

であるとし、平成 29 年度の岩国市第一工場、周陽環境整備センターの測定結果により平均

4.5％としました。また、合成繊維の割合は、算定マニュアルを参考に 2.8％としました。 

プラスチック類 2.77t-CO2/ごみｔと合成繊維 2.29t-CO2/ごみｔの排出係数を用いて、

2023 年度の排出量を試算すると年間 6,141 t-CO2となります。 

温室効果ガス排出量＝焼却量(t/年)×乾きごみベース排出割合(％)×排出係数(t-CO２/t) 

焼却量（2023 年度見込み） ＝32,534ｔ/年 

温室効果ガス排出係数 プラスチック類 ＝2.77t-CO２/ｔ 

           合成繊維 ＝2.29 t-CO２/ｔ 

焼却による排出量   プラスチック類 ＝32,534t/年×4.5％×2.77t-CO２/t＝4,055t-CO２/年 

           合成繊維 ＝32,534t/年×2.8％×2.29t-CO２/t＝2,086t-CO２/年 

           合  計 ＝6,141t-CO２/年 

また、発電による効果は、発電電力量を年間 13,400,000kWh とし、これを CO２換

算すると 9,000 t-CO2/年程度となります。 

削減効果量（電力会社の排出量）    ＝電力量(kWh)×0.000677ｔ-CO２/kWh 

 ＝9,072t-CO２/年 

なお、ごみ処理に係る温室効果ガス（CO2）の排出は、焼却に伴う排出のほか、収集・運搬

や焼却・選別処理等、最終処分において使用する電気、燃料、水道に関するものもあります。 
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ごみ発生・排出削減並びに分別徹底

による焼却量の削減により温室効果

ガス排出量を 7.7％削減する。
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６ 適正処理に向けた処理処分量 

(１) 収集運搬量（家庭系ごみ） 

収集運搬量は、ごみ発生・排出削減や再資源化の実施により削減され、2023 年度に約

25,000 トンと見込みます。 

収集運搬量の見込みを図表 3-29 に示します。 

■図表 3-29 収集運搬量（家庭系ごみ）の見込み 

 

 

(２) 中間処理量 

中間処理量は、ごみ発生・排出削減や再資源化の実施により削減され、2023 年度に約

44,000 トンと見込みます。 

中間処理量の見込みを図表 3-30 に示します。 

■図表 3-30 中間処理量の見込み 

 

 

平成29
基準年度

2023
計画目標年度

20,090 17,145

5,918 5,480

2,470 2,287

28,478 24,912合  計

資 源 品

焼 却 ご み

不 燃 ご み

収集運搬量（ｔ/年）
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計画目標年度
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8,294 7,915

3,702 3,532

47,260 43,981

資 源 品

合  計
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リサイクルプラザ
処理対象ごみ

中間処理量（ｔ/年）
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(３) 最終処分量 

最終処分量は、ごみ発生・排出削減や再資源化の実施等により削減され、2023 年度に約

1,400 トンと見込みます。 

最終処分量の見込みを図表 3-31 に示します。 

■図表 3-31 最終処分量の見込み 

 

※推計値は中間処理施設からの埋立対象物搬出量を基にした計算値で、水分等の誤差要因を含んだ値。 

 
  

平成29
基準年度

2023
計画目標年度

283 380

858 750

349 0

188 211

44 42

1,722 1,383合  計

直 接 埋 立
（災害ごみ等）

最終処分量（ｔ/年）

直 接 埋 立
（陶磁器及びガラス類）

セメント異物＋不燃物

破 砕 埋 立
（不燃物）

選 別・埋 立
（陶磁器ガラス他）
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セメント異物＋不燃物
破砕埋立（不燃物）
選別・埋立（陶磁器ガラス他）
直接埋立（災害ごみ等）
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計画の体系 
 
 

 

目標とする姿

豊
か
な
自
然
と
充
実
し
た
社
会
基
盤
に
よ
り
快
適
に
暮
ら
せ
る
ま
ち

～
持
続
可
能
な
循
環
型
社
会
の
形
成
～

基本理念① 

３Ｒの推進
（ ）

ごみを作らない、ごみを出さな
い、やむを得ず出たごみはで
きるだけ再利用するまちづくり
を目指し、発生抑制（リデュー
ス）・再使用（リユース）・再生
利用（リサイクル）を推進しま
す。

基本理念

基本理念②

地球環境にやさしい社会を形
成するため、市民・事業者・行
政が協働し、また、共に創造し
て循環型社会づくりに取り組
みます。

基本理念③ 

地球環境保全の推進

地域環境に留まらない、地球
環境保全を達成できる処理
システムを構築し、温室効果
ガスの排出削減を推進しま
す。

基本方針

基本方針③

◇市民や事業者に対する環境美化活
動を推進します。

◇地域の環境美化を推進します。

基本方針①

ごみの発生・排出削減、リサイクル
の推進

◇市民・事業者のごみ発生・排出削
減やリサイクルへの取り組みを進め
ます。

◇市民・事業者のごみ発生・排出削
減に関する意識の向上を図るととも
に、具体的な取り組みを実践するよ
う、協力を求めます。

◇市民・事業者のリサイクルに関する
意識の向上を図るとともに、分別収
集や資源回収等、具体的な取り組
みを実践するよう、協力を求めま
す。

基本方針②

の推進

◇安定したごみ処理及びごみの有効
利用を促進し、環境保全と経済性を
両立した取り組みを進めます。

◇災害廃棄物を迅速かつ適正に処理
する体制を構築します。

目標値 (2023年度)

ごみ発生・排出削減目標（基地ごみを除く）

ごみ総排出量：808グラム　（１人１日平均排出量）

収集ごみ排出量：536 グラム　（１人１日平均排出量）

直接搬入ごみ排出量：33.95トン　（１日平均排出量）

リサイクル目標　：25.4％　（リサイクル率）

環境保全目標　：6,141t-CO2/年 （温室効果ガス排出量）

最終処分目標　：1,383トン　（最終処分量）

意識向上に関する目標　：※Ｐ47・48参照

節 ５ 第 
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